
製品評価技術基盤機構

公益法人の区分
国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数 継続支出の有無

該当なし

製品評価技術基盤機構

公益法人の区分
国所管、都道府県所

管の区分
応札・応募者数

継続支出
の有無

該当なし

平成２３年度 独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約の見直しの状況（公共工事）

点検結果
（見直す場合はその内容）

平成２３年度 独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札の見直しの状況（公共工事）

公共工事の名称、場
所、期間及び種別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率 備考

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

備考

点検結果
（見直す場合はその内容）

再就職の役員の数落札率
公共工事の名称、場
所、期間及び種別

契約担当者等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日 契約金額予定価格

随意契約によること
とした業務方法書
又は会計規定等の
根拠規定及び理由

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

公益法人の場合

様式７－１

様式７－２



製品評価技術基盤機構

公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区

分

応札・応募者
数

継続支出の
有無

1 自転車の評価テスト
独立行政法人製品評価技術基盤機構
製品安全センター所長 山本 修

大阪府大阪市中央区大手前４－１－６７
2011年9月20日

（財）自転車産業振
興協会
東京都港区赤坂１
－９－３

一般競争入札 4,466,868 3,994,788 89.4% 特財 国所管 1

自転車のフレーム破
損のメカニズムを明ら
かにするため、機構で
は実施できない自転
車の実走行での耐久
性、強度等の各種
データを得るために必
要な契約である。
当該テスト業務を幅広
く行っている事業者は
極端に少ないが、今
後、同一又は類似の
契約を実施する際は、
入札公告した旨を応
札の可能性のある者
に周知し、競争入札に
より契約相手先を選定
する。

無

電気工事士法に基 ・（社）日本電

電気工事士法に基づ
いた講習業務を行うに
あたり、講師手配、受
講者への案内、会場
手配・設営等を行うた
めに必要な契約であ

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考

平成２３年度 独立行政法人から公益法人への支出に関する競争入札の見直しの状況（物品・役務等）

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその所属する部

局の名称及び所在地
契約を締結した日

一般競争入札・指
名競争入札の別

（総合評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人の場合

様式７－３

2
平成24年度電気工事士法に基
づく講習関係業務

独立行政法人製品評価技術基盤機構
製品安全センター所長 山本 修

大阪府大阪市中央区大手前４－１－６７
2011年12月12日

電気工事士法に基
づく講習関係業務
共同事業体（代表
者（一財）電気工事
技術講習センター）

一般競争入札
（総合評価）

338,518,349 265,512,201 78.4% 特財 国所管 1

・（社）日本電
気協会
・全日本電気
工事業工業
組合連合会

めに必要な契約であ
る。
引き続き競争入札によ
り契約相手先を選定
する。
なお、当該講習関係業
務は、平成２４年度を
もって機構の業務とし
ては廃止となる。

有

以下余白

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。



製品評価技術基盤機構

公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

継続支出の
有無

1 霞ヶ関ＷＡＮ利用料金
独立行政法人製品評価技術基盤機構
企画管理部長 上野 透

東京都渋谷区西原２－４９－１０
2011年4月1日

（財）行政情報システ
ム研究所
東京都千代田区日比
谷公園１－３

当該業務を提供で
きる唯一の法人で
あるため随意契約
とした。（会計規程
第３４条第２項第一
号）

6,413,400 6,413,400 100% 0 特財 国所管 －

化管法や化審法に基づく
業務で利用するシステム
の運用において、セキュ
リティが確保された環境
で自治体や関係省庁との
データ共有や送受信を行
うためには霞が関WAN
ネットワークの利用が不
可欠である。
当該法人は霞ヶ関WAN
ネットワークの利用を提
供できる唯一の者である
ため、やむを得ない随意
契約である。

有

2
独立行政法人製品評価技術基盤機構

（財）日本システム開
発研究所

入札可能性調査
（公募）を実施した
結果、当該業務を
実施できる機関は

機構では旅費の請求等
の手続きの効率化を図る
ため旅費システムを導入
している。当該システム
の維持管理及び必要な
情報の更新等、当該シス
テムを常に最良の状態に
保ち安定稼働させるため
に必要な契約である。
当該システムはパッケー
ジ製品として販売されて
いるものであり、当該シス
テムのプログラム修正等

点検結果
（見直す場合はその内容）

備考
再就職の
役員の数

平成２３年度 独立行政法人から公益法人への支出に関する随意契約の見直しの状況（物品・役務等）

物品役務等の名称及び数量
契約担当者等の氏名並びにその所属する

部局の名称及び所在地
契約を締結した日

随意契約によるこ
ととした業務方法
書又は会計規定等
の根拠規定及び理

由

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

様式７－４

2 旅費システムの保守１式
独立行政法人製品評価技術基盤機構
企画管理部長 上野 透

東京都渋谷区西原２－４９－１０
2011年4月1日

発研究所
東京都新宿区富久町
１６－５

実施できる機関は
当法人のみであっ
たため随意契約と
した。（会計規程第
３４条第２項第一
号）

4,628,400 4,628,400 100.0% 0 特財 国所管 －
テムのプログラム修正等
が可能な者は販売元で
ある現契約先が唯一の
者であることから、入札
可能性調査として契約先
を公募し、他に代わる契
約先が無いことを確認し
た上で随意契約としてい
る。システム保守を実施
する者の競争性を高める
方策として機構の基幹シ
ステムの更新等の機会
において旅費システムの
入替えを検討する。

有



3
ＪＩＳ規格に係るＪＳＡライブラリー
サーバの使用によるネットワークラ
イセンス契約１式

独立行政法人製品評価技術基盤機構
企画管理部長 上野 透

東京都渋谷区西原２－４９－１０
2011年4月1日

(一財)日本規格協会
東京都港区赤坂４－
１－２４

入札可能性調査
（公募）を実施した
結果、当該業務を
実施できる機関は
当法人のみであっ
たため随意契約と
した。（会計規程第
３４条第２項第一
号）

3,704,400 3,704,400 100.0% 0 特財 国所管 －

当該ライブラリーサーバ
はＪＩＳ規格の解説も含め
た最新版をインターネット
上で検索・閲覧を可能と
するものであり、機構が
実施する工業標準化法
に基づく審査・調査業務
に必要な契約である。
当該ライブラリーサーバ
によるＪＩＳ規格の検索・
閲覧サービスは契約時に
おいては現契約先が唯
一の者であったことから
入札可能性調査として契
約先を公募し、他に代わ
る契約先が無いことを確
認した上で随意契約とし
たもの。ＪＩＳ規格の著作
権者の動静により当該
サービスの提供者が現
契約先の外に現れること
も想定できることから、今
後も引き続き公募（入札
可能性調査）により契約
相手先を選定する。

無

以下余白

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。


